エコマーク申請用　No.118付属証明書　2020/11/1版

エコマーク商品類型No.118「プラスチック製品Version2」付属証明書
本付属証明書は、エコマーク商品類型No.118「プラスチック製品」のエコマーク使用申込を行う場合に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。

	申込日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	申込ブランド名
	

	申込者
	（会社名）


	印（社印を捺印）


	＜付属証明書の作成方法＞

1．申込製品に関する必要事項を「記入欄」に記載して下さい。

※「記入欄」に網かけがある「項目」は記入不要です。

2．「添付証明書」欄の各証明書をご用意下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。

3．「添付証明書」に網かけのある「項目」は、添付証明書の提出は不要です。

※ 各証明書の作成は（記入例）を参照して下さい。

4．「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。

注１）既に本商品類型で認定を受けている材料（シート等）を使用する場合には、その認定を受けている材料に関しての証明は不要です。



「4．認定の基準と証明方法」を満たすために必要な証明書類
4‐1‐1．材料の使用に関する基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1-1.(1)

製品における材料の使用割合

再生材料供給

製造工程
	[製品全体の重量に対するプラスチックの重量]

□ 50％以上

□ 50％未満（対象外となります。）

［製品の区分］

□ ②装身具・身辺細貨品

□ ③玩具・遊具・スポーツ用品・道具

□ ④記録メディアなど

□ ⑥屋内設備・設置用品

□ ⑦農業・漁業・林業用品

□ ⑧屋外設備・設置用品

□ ⑨自己再資源化製品

□ ⑩その他の製品
	記入表118‐A
	申込者

	
	
	
	

	
	
	記入表118‐B
	再生材料回収事業者

注１）

	
	
	記入表118‐C
	申込者

	4-1-1.(2)4-1-4.(17)

自己再資源化

製品（選択）
	［自己再資源化製品］
□ 該当する　／　□ 該当しない

※ 「該当する」の場合は、右記の記入表に要求事項を記載して下さい。「該当しない」の場合は右記の記入表などの提出は必要ありません。
	記入表118‐D

および回収方法（連絡先など）を記載した取扱説明書、ラベル、カタログなどのコピー　（原稿可）
	申込者

	4-1-1.(3)

ハロゲン系化合物を使用した製品における廃棄時の回収とリサイクルなど
	［ハロゲン系化合物を使用した製品］
· 該当する　／　□ 該当しない

※ 「該当する」の場合は、右記の記入表に要求事項を記載して下さい。「該当しない」の場合は右記の記入表などの提出は必要ありません。
	記入表118‐E

および回収方法（連絡先など）を記載した取扱説明書、ラベル、カタログなどのコピー　（原稿可）

／

もしくは20年以上継続使用される理由を説明　した証明書
	申込者

	
	（ハロゲン系化合物を使用した製品において）
［「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に定める特別管理産業廃棄物、および「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」または「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」に係る放射性廃棄物］（*1）

□ 該当する　／　□ 該当しない
※ 「該当する」の場合は、記入表 118-Eの提出は必要ありません。「該当しない」の場合は右記の記入表などを提出ください。
	
	


4‐1‐2．リサイクル性に関する基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1-2.(4)

ポリマーの種類表示
	
	具体的な表記方法、材質表示を示す写真または表示設計図　（原稿可）
	申込者

	4-1-2.(5)

異種材料ごとの分離・分別方法
	［プラスチック以外の材料との組合せの有無］
□ ある ／ □ ない

※ 「ある」の場合は、右記の必要な添付証明書を提出して下さい。「ない」の場合は、右記について提出する必要はありません。
	異種材料間の分離・分別方法に関する説明書　（図など）
	申込者


4‐1‐3．有害物質に関する基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1-3.(6)

代替フロンを含むオゾン層破壊物質の使用
	
	記入表 118‐F
	申込者

	4-1-3.(7)

製品に使用するプラスチック添加剤
	
	記入表 118‐G

· バージン樹脂製造事業者の証明については、　樹脂のポジティブリストまたはISO8124-3などの試験でも代用可
	各製造工程担当事業者

注１）

	4-1-3.(8)

製品の処方構成成分（カドミウム、鉛、六価クロム、水銀およびそれらの化合物）

難燃剤、抗菌剤
	
	記入表 118‐Ｈ
	申込者

	4-1-3.(9)

製品の処方構成成分（IARCによる発がん性物質）

食品容器の安全性
	［製品の区分が以下①②③に該当するかの　　　有無］

□ 該当する

□ ①

　　　　食品衛生法施行規則で対象としている

　　　　おもちゃ

□ ②装身具・身辺細貨品（上記①以外）

□ ③玩具・遊具・スポーツ品・道具

（上記①以外）

· 該当しない


	
	

	4-1-3.(10)

食品衛生法・

ISO 8124-3による  有害物質
	※ 4-1-3.(9)において、「該当する」の①の場合は、右記の試験結果を提出下さい。
	「食品衛生法」における「器具及び容器包装に関する規格基準」を満たす製品の試験結果
	第三者試験機関もしくは、申込者または製造事業者

　注１）

	
	※ 4-1-3.(9)において、「該当する」の②③の場合は、右記の試験結果を提出下さい。
	ISO 8124-3の製品の試験結果（カドミウム、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、セレン、バリウム、アンチモン）
	

	4-1-3.(11)

土壌汚染対策法施行規則による有害物質
	※ 4-1-3.(10)において、ISO 8124-3による　試験の実施結果を提出している場合は、カドミウム、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、セレンについては右記の試験結果の提出は不要です。
	土壌汚染対策法施行規則による製品（プラスチック部）の溶出試験結果　
（カドミウム、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、セレン、PCB、ベンゼン）　　　
	


 4‐1‐4．その他の基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1-3.(12)

化管法
	化管法における第1種指定化学物質の申込製品製造工程における使用・排出の有無

　（化管法の適用有無は問わない）

　　□ある　／　□なし

※ 「ある」の場合は、右記の記入表に要求事項を記載して下さい。「ない」の場合は、右記について提出する必要はありません。
	記入表 118‐J
	最終製品

製造工場

	4-1-4.(13)

使い捨て商品
	［使い捨て商品］
· 該当する　／　□ 該当しない

※ 「該当する」の場合は、右記の記入表に要求事項を記載して下さい。「該当しない」の場合は右記の記入表の提出は必要ありません。
	記入表 118‐Ｅ
	申込者

	4-1-4.(14)

製品の梱包状態、および包装材料とその原材料
	　包装原材料名（                 ）

　  包装方法（                   ）
［ハロゲン系化合物を使用した包装材］

□ 使用している　／　□ 使用していない

※ 「使用している」の場合は、右記の記入表に要求事項を記載して下さい。「使用していない」の場合は右記の記入表の提出は必要ありません。
	記入表 118‐E
	申込者

	4-1-4.(15)

環境法規の遵守
	
	記入表 118‐Ｌ
	最終製品

製造工場長

	4-1-4.(16)

製造工場の環境負荷低減への配慮
	
	記入表 118‐K
	最終製品

製造工場

	4-1-4.(17)

異種材料部品ごとの分離・分別方法に関する情報提供
	［プラスチック以外の材料との組合せの有無］
· ある ／ □ ない

※ 「ある」の場合は、右記の必要な添付証明書を提出して下さい。「ない」の場合は、右記について提出する必要はありません。
	分離・分別方法、使用者への適正な処理を促す内容が記載された取扱説明書、ラベル、カタログなどのコピー　（原稿可）
	申込者


4‐2．品質に関する基準
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-2.(18)

品質
	［該当する品質規格］

□ ①食品衛生法などの法規やJIS

□ ②業界が定めた自主的な品質規格

□ ③自社で定めた品質規格

①②の場合

該当する規格の名称

（                             ）
	①②に該当：

該当する品質規格に　適合していることを示す　試験結果など
	第三者

試験機関

または

申込者など

	
	
	記入表118‐M
	申込者

	
	
	③に該当：

自社規格に適合していることを示す試験結果など(自社規格の内容、試験結果など)
	申込者

	
	
	記入表118‐M
	


「5．商品区分、表示など」を満たすために必要な証明書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	5.(2)~(5)

エコマーク表示予定
	　□ある　／　□ない

表示予定がある場合には、以下の点について記載の上、右記の必要な添付証明書を提出して下さい。

　エコマーク表示予定箇所

□製品本体　□包装　□カタログ・リーフレット

□取扱説明書　□その他（　　　　　　　）

　エコマークとのセット表示

· エコマーク認定事業者名（申込企業名）

· エコマーク認定番号


	エコマーク表示予定設計図（原稿）
	申込者

	
	［容器・包装資材］
  □ 該当する　／  □ 該当しない

※ 「該当する」場合は、右記の必要な添付証明書を提出して下さい。「該当しない」場合は、右記について提出する必要はありません。

	内容物とエコマークが無関係であることが分かる旨の表示予定　　設計図（原稿）
	


記入表118‐A
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局 御中

製品における材料の使用割合証明書
	記入日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者

	型式名：
	


※ 型式ごとに記入下さい。複数の型式について、使用素材の重量割合が同じ場合は、下欄の備考にその旨をご記入下さい。この表で書ききれない場合は、この表に準じた表を作成下さい。
	4‐1. (1) 製品全体の材料使用比率

	
	部品名

もしくは

製品名
	重量
(g)
	プラスチック材料
	他材料

	
	
	
	再生材料
	バージン材料のポリマー名＊１
	重量(g)
	添加物名

＊２
	重量(g)
	材料名
	重量
(g)

	
	
	
	ポストコンシューマ材料のポリマー名＊１
	重量(g)
	プレコンシューマ材料のポリマー名＊１
	重量(g)
	
	
	
	
	
	

	部品
1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品
2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品
3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品
4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品
5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	重量
合計
	
	A
	
	B
	
	C
	
	D
	
	Ｅ
	
	


プラスチック重量に占める再生プラスチックの重量割合
（B＋C）／（B＋C＋Ｄ＋E）×100 =     (g)／    (g)× 100 =  　  ％  ＊小数点２位以下切捨て

製品重量に占めるプラスチックの重量割合

（B＋C＋Ｄ＋E）／　Ａ　　 ×100 =     (g)／    (g)× 100 =  　  ％  ＊小数点２位以下切捨て

＊１　プラスチックのポリマー名は、PE、PPなどとご記載ください。ナイロンの場合には、PA6もしくはPA66を記載してください。ガラス繊維についてもポリマー名としてご記載ください。

＊２　プラスチック材料への添加物名については、可塑剤、色材、安定剤などをご記載ください。
記入表118‐B
○○株式会社　御中

原料供給証明書

	発行日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）

　印

（社印を捺印）
	□産業廃棄物処理業

許可番号(下6桁：業者番号)：[                 ]

	
	□容リ法に基づく登録再生処理事業者

	
	□その他：[　　　　　　　　　　　　　　]

（具体的に記入）

	【発行担当者】

	住所：

	部署：
	役職：

	氏名：

	TEL：
	FAX:

	E-mail：

	会社URL：


* 発行者は再生材料回収事業者

以下の内容の再生材料を（エコマーク商品製造者名）に供給することを証明致します。
※ 原料として同一の工場内でリサイクルされるものは除く。
※ 該当する項目にチェックをし、必要事項を記載してください。
	□
	プレコンシューマ材料

	① 発生場所

具体的な工場名
	
	例：

包装フィルム

製造工場

	
	＊可能な限り記載してください
＊複数の工場がある場合には、代表例で結構です
	○㈱△工場

	② 発生内容
	
	例：

不良品、ロス品

	③ 素材名
	
	例： ポリエチレン

	④ 再生工程の説明
	
	②で発生した材料の具体的な再生処理方法


	□
	ポストコンシューマ材料

	① 使用後廃棄された材料名・製品名
	
	例： PETボトル

	② 素材名
	
	例： PET

	③　回収方法
	
	例：　容器包装リサイクル法に基づいた自治体回収ルート


記入表118‐C
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中

製造工程・管理証明書
	記入日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者

　　　以下の記述内容について証明します。
	部品名
【再生材料】
	再生材料回収事業者名
	再生材料供給（ペレット化・フレーク化）　事業者名
	成型加工事業者名
	組立事業者名
	最終製造事業者名

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	部品名
【バージン材料】
	樹脂製造事業者名
	成型加工事業者名
	組立事業者名
	最終製造事業者名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１）製造工程の記入が必要な部品は、製品に使用される全てのプラスチック部品（繊維含む）です。部品点数が多くこの表で書ききれない場合は、この表に準じて作成してください。なお、商社等製造に関与していない事業者名は記入不要です。
注２）既に本商品類型で認定を受けている材料（シート等）を使用する場合には、その認定を受けている材料以降の製造工程の事業者名の記載のみでも認めます。
【配合割合の管理方法】なお、事業者が複数ある場合など、下表にて記載できない場合には、別紙にて、
　申込者のサプライチェーン全体（成型事業者、再生材料供給事業者）の管理・確認方法をご説明下さい。

	申込者からの成型事業者に対して、配合割合の指示方法
	該当する項目にチェック・記載して下さい。

□成型事業者に渡す製品指示書に配合割合を明記している

□成型事業者と契約書に配合割合を明記している

□その他の方法で指示　※具体的内容を以下に記載して下さい。
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	成型事業者における配合割合の管理方法
	該当する項目にチェック・記載して下さい。

□処方書・配合日報等で配合割合を管理している。

　記録文書の名称：（　　　　　　　　　　　）　例　処方書

　帳票の管理者：（　　　　　　　　　　　　）　例　成型課長

□その他の方法で管理

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	成型事業者からの再生材料供給事業者に対する再生材料の確認方法
	該当する項目にチェック・記載して下さい。

□供給事業者との契約書に再生材料であることを明記している
□供給事業者からの納品書に再生材料であることが明記されている

□その他の方法で確認　※具体的内容を以下に記載して下さい。
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


記入表118‐D
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中
自己再資源化製品についての証明書

	発行日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者

以下の記述内容について証明します。
1． 申込商品の回収ルート、回収された再生プラスチック材料から同等品を製造するプロセスの

　　説明

	①申込商品の回収事業者名　　　　　　　　　　　：

②プラスチック部分の分別・再生化事業者名　　　：

③再商品化事業者名　　　　　　　　　　　　　　：

④申込商品への自己資源化製品以外の再商品化用途：


２．申込商品のプラスチック部分の回収量、マテリアルリサイクル量の実績

	期間
	プラスチック部分の

回収量（kg）

［A］
	マテリアル

リサイクル量（kg）

［B］
	マテリアル

リサイクル率（％）

［B/A］

	実績
	自：     年     月

至：     年     月
	
	
	

	
	自：     年     月

至：     年     月
	
	
	

	
	自：     年     月

至：     年     月
	
	
	

	
	自：     年     月

至：     年     月
	
	
	


注）使用契約締結後に、事務局より申込者へ回収率の報告を求める（または監査を行う）ことがあります。

記入表118‐E
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中
回収・リサイクルに関する証明書

	発行日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者

以下の記述内容について証明します。
　（該当する□にチェックの上、1～3を記載してください）

　　　□　ハロゲン系化合物を使用した製品

　　　□　ハロゲン系化合物を使用した包装材

　　　□　使い捨て商品

1．回収・リサイクルを行う事業者（中間処理業者含む）・受入拠点・中間受入場などのリスト

	事業者名
	回収・リサイクルにおける役割、処理業免許の有無など

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


※ 上表で記述しきれない場合は、枠の追加または表を別添しても結構です。

2．プラスチック部分の出荷量、回収量、マテリアルリサイクル量（実績もしくは計画）

　「実績」もしくは「計画」の該当する□にチェックを入れて下さい。

	期間
	プラスチック部分

の出荷量（kg）

［A］
	プラスチック部分

の回収量（kg）

［B］
	回収率

（％）

［B］/［A］
	マテリアルリサイクル量（ｋｇ）

［C］
	マテリアルリサイクル率（％）

［C］/［B］

	□ 実績

□ 計画
	自：     年     月

至：     年     月


	
	
	
	
	

	
	実績でなく計画をご報告いただく場合の補足説明

　　　　　　　　　　　　　・製品の販売（出荷）開始日　　　　　　　：　　　　年　　　月
　　　　　　　　　　　　　・出荷から回収までの所要時間（平均）：　　　　ヶ月


注）使用契約締結後に、事務局より申込者へ回収率の報告を求める（または監査を行う）ことがあります。
3． その他（管理体制など）

（※ 該当する□にチェックを入れて下さい。）

	1）回収する材料の

入手方法
	□ 有価物で買い取る。 ／ □ 無償で引き受ける。

□ その他 （具体的な方法：                                        ）

	2）受入拠点
	□ ある。（「ある」の場合は、下表に拠点名称等を記入下さい。）

□ ない。

	3）中間受入場
	□ ある。（「ある」の場合は、下表に受入場名称等を記入下さい。）

□ ない。

	4）回収材料の

売却・購入伝票の

管理方法
	（自由に記入下さい。枠内で記述できない場合は別添でも結構です。その場合は別添資料名を枠内に記載下さい。）



	5）備考
	回収・リサイクルシステムの整備は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」などの法令などに違反しない方法によることを宣言する




記入表118‐F
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中
代替フロンを含むオゾン層破壊物質の使用に関する証明書

	発行日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者

製品および包装材の製造において、ハロゲン化炭化水素類として下表に掲げる特定フロン（CFC5種）、その他CFC、四塩化炭素、トリクロロエタンおよび代替フロン（ここではHCFCをさす）の使用がないことを証明します。

	特定フロン

（CFC5種）
	トリクロロフルオロメタン
	代替フロン

（HCFC）
	クロロトリフルオロエタン

	
	ジクロロジフルオロメタン
	
	ジクロロフルオロエタン

	
	トリクロロトリフルオロエタン
	
	クロロジフルオロエタン

	
	ジクロロテトラフルオロエタン
	
	クロロフルオロエタン

	
	クロロペンタフルオロエタン
	
	ヘキサクロロフルオロプロパン

	その他の

CFC
	クロロトリフルオロメタン
	
	ペンタクロロジフルオロプロパン

	
	ペンタクロロフルオロエタン
	
	テトラクロロトリフルオロプロパン

	
	テトラクロロジフルオロエタン
	
	トリクロロテトラフルオロプロパン

	
	ヘプタクロロフルオロプロパン
	
	ジクロロペンタフルオロプロパン

	
	ヘキサクロロジフルオロプロパン
	
	クロロヘキサフルオロプロパン

	
	ペンタクロロトリフルオロプロパン
	
	ペンタクロロフルオロプロパン

	
	テトラクロロテトラフルオロプロパン
	
	テトラクロロジフルオロプロパン

	
	トリクロロペンタフルオロプロパン
	
	トリクロロトリフルオロプロパン

	
	ジクロロヘキサフルオロプロパン
	
	ジクロロテトラフルオロプロパン

	
	クロロヘプタフルオロプロパン
	
	クロロペンタフルオロプロパン

	
	四塩化炭素
	
	テトラクロロフルオロプロパン

	
	1,1,1-トリクロロエタン
	
	トリクロロジフルオロプロパン

	代替フロン

（HCFC）
	ジクロロフルオロメタン
	
	ジクロロトリフルオロプロパン

	
	クロロジフルオロメタン
	
	クロロテトラフルオロプロパン

	
	クロロフルオロメタン
	
	トリクロロフルオロプロパン

	
	テトラクロロフルオロエタン
	
	ジクロロジフルオロプロパン

	
	トリクロロジフルオロエタン
	
	クロロトリフルオロプロパン

	
	ジクロロトリフルオロエタン
	
	ジクロロフルオロプロパン

	
	クロロテトラフルオロエタン
	
	クロロジフルオロプロパン

	
	トリクロロフルオロエタン
	
	クロロフルオロプロパン

	
	ジクロロジフルオロエタン


記入表118‐G
○○株式会社　御中

プラスチック添加物に関する証明書

	発行日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は各製造工程担当事業者

製造に使用したプラスチック添加物について、以下の内容を証明致します。

	担当製造工程
	□　バージン樹脂製造　　／　　□　再生ペレット製造

□　成型加工

	樹脂の種類
	


	プラスチック

添加物の種類
	チェック欄

該当するものに ○ を

付けて下さい
	記入欄

	
	
	ポジティブリスト名
	ポジティブリストの登録番号

	下記①～④、それ以外の添加物を含む樹脂と　　して、ポジティブリストに登録されている場合
	
	

	①可塑剤

	使用 あり／なし
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	②色材
	使用 あり／なし
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	③安定剤
	使用 あり／なし
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	④滑材
	使用 あり／なし
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	※上記①～④以外の添加物の使用がある場合は以下に全て記載してください。

	上記①～④以外の添加物名
	ポジティブリスト名
	ポジティブリストの登録番号

	（        　　　　　       ）
	
	

	（        　　　　　       ）
	
	

	（        　　　　　       ）
	
	


*1）部品ごとに製造工場が異なる場合は、それぞれの工場別に本証明書を提出して下さい。

*2）別表1の分類②～⑩（食品用途を除く）に該当する製品の場合、ポジティブリストに登録がないプラスチック添加物についてはISO 8124-3などの試験結果を提出してください(該当物質を含む部材あるいは製品の試験でも可)。
記入表118‐H
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中
有害物質の添加に関する証明書

	発行日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


*発行者は申込者

以下の記述内容について証明します。
1．鉛（Pb）、カドミウム（Cd）、六価クロム（Cr）、水銀（Hg）およびそれらの化合物の添加について  [ 認定基準4-1-3(8) ]

	製品の処方構成成分として
	

	鉛（pb）

カドミウム（Cd）

六価クロム（Cr）

水銀（Hg）

およびこれらの化合物
	□ 添加あり

□ 添加なし


2．IARCによる発ガン性物質の添加について  [ 認定基準4-1-3(9) ]
［ 製品の区分が以下②③へ該当するかの有無について ］

※ 該当する□にチェックを入れて下さい。

□ 該当する。

□ ②装身具・身辺細貨品 ／ □ ③玩具・遊具・スポーツ品・道具

□ 該当しない。

「該当する。」の場合

	製品の処方構成成分として
	

	IARCによって1、2A、2Bに分類されている物質
	□ 添加あり

□ 添加なし


　

3．難燃剤、抗菌剤の使用について  [ 認定基準4-1-3(8) ]

※ 該当する□にチェックを入れて下さい。

□ 難燃剤の使用がある。　□抗菌剤の使用がある。＊使用がある場合には、別途証明書類が必要です
□ 難燃剤の使用がない。　□抗菌剤の使用がない。

記入表118‐J
○○株式会社　御中

化管法に基づく化学物質の排出量・移動量に関する報告

	発行日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名・工場名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は最終製品製造工場

（申込製品名　　　　　）の製造に伴って、「特定化学物質別の環境への排出量の把握等及び管理改善の促進に関する法律（化管法）」に定める第一種指定化学物質のうち、下表の物質についての使用を報告します。

記

単位：t／年

	物  質  名
	政令番号

（物質番号）
	CAS No.
	排出箇所

（該当箇所にチェック）
	排出量の

合計
	移動量

合計

	
	
	
	大気
	公共水域
	土壌
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


以上

※ 本記入表以外の書式を使うことや、頁数が数ページに及んでも結構です。

記入表118‐L
○○株式会社　御中

環境法規等順守証明書

	発行日：　　　　　　２０
	
	年
	
	月
	
	日

	(会社名)

(工場名)

(責任者名)役職名　　　　　　氏名
	印

(社印を捺印)

	工場住所：

	TEL　　：


　　　


　　　* 責任者名は最終製品を製造する工場長（もしくは相当する工場の責任者）

* 本証明書の発行日は、エコマークへの申込日より直近3ヶ月以内有効
下記の事項に適合していることを証明します。

記

１．申込商品の製造にあたり、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、有害物質の排出などについて、以下の関連する環境法規および公害防止協定など（以下「環境法規等」という）を順守していることを証明します。

　　（以下の該当する□をチェック、記入の上、ご提出下さい。　別紙一覧提出可）

	工場に関連する環境法規等の名称
	備考

	□ 大気汚染防止法
	

	□ 水質汚濁防止法
	

	□ 騒音規制法
	

	□ 振動規制法
	

	□ 悪臭防止法
	

	□ その他：
	


※ “その他”には工場が該当する法律名、立地する地域の条例や協定が存在する場合にはその名称を記載すること（例：○○県○○環境保全条例、○○市公害防止協定）

２．本証明書の発行日より以前の環境法規等の順守状況は以下の通りであることを証明します。

　　　（該当する□をチェックし、ご提出下さい。また、違反とは、行政処分、または行政指導などを指します。）

　　□　過去5年間、関連する環境法規等の違反はありません。

□　創業（　　　　年）以来、関連する環境法規等の違反はありません。

　　□　過去5年間に関連する環境法規等に違反があり、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守しています。

※行政処分、または行政指導などの違反があった場合には、以下a.b.の書類の提出が必要です。
	a.違反事実について、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとりがわかるもの)

	b.環境法規等の順守に関する管理体制についての次の1)～5)の資料(記録文書の写し等)

1)工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧

2)実施体制(組織図に役割等を記したもの)

3)記録文書の保管について定めたもの

4)再発防止策(今後の予防策)

5)再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果)


　　□　過去に環境法規等に違反があり、まだ改善等がはかられていません。

　　　　以上
記入表118‐K
○○株式会社　御中

環境的な取り組みに関する報告

	発行日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名・工場名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は最終製品製造工場

製品を製造する工場における省エネルギ、地球温暖化ガス排出量の削減、廃棄物量の削減を図るために実施している具体的な取り組みの説明     [ 認定基準4-1-4(16) ]

	（文章または図を使って説明を記述下さい。）

※ 書式は自由です。枠内で記述できない場合は別添でも結構です。その場合は別添資料名を枠内に記載下さい。

※ （例） ISO14001・エコアクション21などの環境マネージメントシステムへの取り組み、グリーン調達の実施、他

· エネルギ使用量を把握している場合には、年間のエネルギ使用量を記載下さい。
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　）MJ/年　　　　前年比（　　　　）％　

　


記入表118‐M
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中

品質管理証明書

	発行日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者

当社エコマーク認定申込ブランド名（                                      ）については、別紙*1（実際の品質管理項目を説明する資料）の品質管理項目に基づいて、商品を管理し、品質管理基準に適合する商品のみを出荷することを証明します。

別紙*1）

① JISなどの品質規格、または自社で定めた品質規格

② 品質規格に基づく試験結果

※　No.118「再生材料を使用したプラスチック製品」で既に認定を受けている製品で、前回（既認定）審査時に提出した内容（工場・品質管理項目等）と変更がない場合には、本証明書類は提出不要です。

記入表118‐N　本書式は他社開発製品またはOEM供給を受ける場合に限り提出が必要です
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中

申込承諾書

	発行日：２０
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は申込承諾者

以下の商品について、（申込企業名　　　　　　　　）が、「エコマーク商品認定・使用申込」を行うことを承諾します。

	自社ブランド名


	

	エコマーク認定番号

＊取得している場合のみ
	


項目�
記入欄


※ 該当する□にチェックを


入れて下さい�
必要な添付証明書�
添付証明書の


発行者�
�
製品を開発した会社�
□ 自社�
－�
－�
�
�
□ 他社�
申込承諾書 (記入表118‐N)�
申込承諾者�
�
No.118「プラスチック製品」で、既に認定を受けている製品を申込む場合�
既認定番号（　　　　　　　　　　　　　）�
�
�
�



※ 太枠線内は、製品を開発した会社と申込者が違う場合のみご記入下さい。�
�
同製品でのエコマーク


認定








本商品類型において既に認定を受けている商品を別ブランドとして申込む場合�
□本商品類型で、既に　エコマーク認定を受けている他社製品を別ブランドで申込





＊本項目は、あくまでも　同製品（同様製品でなく）である場合の記入欄です。原料・製造工場・サイズなど製品本体の仕様に変更を加えたもの、あるいは加工を施した場合は該当しません。


なお、自己再資源化製品、ハロゲン系化合物使用製品については、該当しません。�
エコマーク商品認定審査結果通知書の写し


既認定型式と本申込製品の型式との対応表


エコマーク表示予定設計図�
申込者�
�
�
�
�
�
�
�
�
4-1(4)(14)(17)合成樹脂の種類表示、包装材料、適正な処理・処分方法の表示設計図�
�
�
�
�
変更点についての認定基準に対する証明書（変更がある場合） 例：包装など�
�
�
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